
地域医療の確保と公立病院改革の推進に関する調査研究会報告書（概要）

・ 人口減少や高齢化が急速に進展する中で、国が進める医療制度改革と連携し、人口変化に伴う将来の医療需要を見据えた適切な医療提供体制の構築に地域ごと
に取り組むことが求められている

・ そのような中、地域医療の確保のため重要な役割を果たす公立病院においては、中小規模の病院を中心に医療需要を踏まえてもなお医師不足の地域がある等の
厳しい環境が続いており、持続可能な経営を確保しきれていないところも数多く見られる

１．地域医療を取り巻く環境の変化及び公立病院の現状

（１）へき地などの地域における公立病院の位置づけ

・ 地域において必要とされる医療に加え、保健や福祉の事業にも関与し、地域
の暮らしそのものを支えるなどの役割

（２）へき地などの地域以外における公立病院の位置づけ

・ 県庁所在地にあり地域医療の基幹的役割を担う公立病院は、医師の派遣機
能や人材育成機能等を新たな役割として位置づけていくことが重要

・ その他の公立病院については、災害や新型感染症などの突発的な事態への
対応や外国人観光客への対応等、地域の実情や特性に応じた様々な役割

（３）地域医療構想を踏まえた機能分化、再編・ネットワーク化の必要性

・ 各公立病院は、地域医療構想と整合性をもちつつ、具体的な将来像を示す
必要があるとともに、新設・建替等の予定がある病院や病床利用率が低水準
の病院等は、再編・ネットワーク化の必要性を検討

２．地域医療における今後の役割を念頭においた公立病院の位置づけ

（１）地域医療構想を踏まえた役割の明確化

・ 地域医療構想調整会議に際し、公立病院としてのミッション（使命、任務、目
標）やポジショニング（位置づけ）を踏まえた役割の明確化が課題

（２）経営効率化

・ 事業管理者や事務局には、医療制度・実務等の専門的な知識や経営能力
が求められるが、短期間での人事異動サイクルなどから、知識・能力の蓄積
が課題。また、公金による支援を受けながら医療サービスの質や採算性の向
上といった改革意欲をより向上させるため、全職員の意識改革が課題

（３）再編・ネットワーク化
・ 相手先医療機関との合意形成や地域住民等の関係者の理解促進が課題

（４）経営形態の見直し
・ 経営形態を見直すこと自体が目的ではなく、その先に何を目指すかが課題

・ 地方公営企業と地方独立行政法人との間の退職給付引当金の計上方法の
相違や、事業廃止等の場合に生じる多額の財政負担が課題

３．地域医療の確保と公立病院改革を進めていく上で４つの視点から見た課題

（１）公立病院の事務局の強化、経営人材の確保・育成
・ 事業管理者・事務局職員は経営意識・実務能力を有する者を選定

・ 更に、人事異動サイクルの見直しや病院経営等の研修の取組を通じ、人事
配置・異動サイクル・研修体制が相互に効果的に機能する仕組みを構築

・ 専門的な知識、技術、経験のある外部人材や医療職員で経営感覚や改革意
欲に富む人材の事務局への登用等の検討

（２）公立病院の経営指標の「見える化」と地域における経営展望の理解促進
・ 経営指標の経年比較や類似団体比較が可能な「経営比較分析表」の導入
・ 個々の病院に応じた分析や住民目線に立った誰にでも分かりやすい説明

（３）経営指標の分析に基づく取組、ＰＤＣＡサイクルの展開

・ 「経営比較分析表」等による分析、目標設定、対応策の実行、結果の分析・
評価というＰＤＣＡサイクルの確立及び目標や対応策を日常業務に結びつける
プロセスの整備

４．病院マネジメントの観点からの経営手段の充実

（１）地域医療確保のための財政的支援
・ 不採算地区病院に対する財政支援の充実の検討（医師確保対策を含む）

・ 建築単価の実勢を踏まえた、公立病院の施設整備に係る地方交付税措置の
定期的な見直しの仕組みの検討

（２）地域医療構想を踏まえた多様な形態の再編・ネットワーク化の推進

・ 再編・ネットワークのためのツールである病院事業債（特別分）等の周知、定
住自立圏構想との連携等の観点を踏まえた取組の推進

・ 病院事業債（特別分）における複数の病院と介護施設等との再編・ネットワー
ク化の取組に係る対象事業化の検討

（３）経営形態の見直しを支援する制度運用上の対応

・ 地方独立行政法人における退職給付引当金の計上方法の見直しや、事業
廃止等の場合に生じる多額の財政負担（不良債務の処理等）に対する措置の
検討（公営企業全体の課題として検討）

５．公立病院に対する財政的・制度的支援


